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１．はじめに

本研究では、文化的財の流通による空間経済モデルを開発することが目的である。各国で生産

される文化的財の二国間貿易メカニズムを明らかにするために、自国と外国に対して同様な文化

的な嗜好をもつ、対称性のある大国と小国の貿易構造および産業集積についての議論を展開する。

各民族の歴史文化によって、食、音楽、文学、工芸など様々な文化的財が生みだされている。

そこで、各国の国民は、自国文化に根ざした文化的バラエティ財と他国文化に基づく文化的バラ

エティ財を消費する。国家間の文化的影響を受けながら、多様性のある各国の文化的財に対して

の文化的嗜好が形成されている。交易の当初は自国の民族文化による文化的財を消費するであろ

うが、文化的交流を進めることにより、多数の国々の文化に基づく文化的財を消費する。このと

き、各国の文化的財の消費行動については、自らの文化消費を重視する郷土愛に基づく Patriot

effect が働く。これは一般に空間経済学の分野では自国バイアス効果（home-biased effect）

（Brulhart and Trionfetti（2009）や Eriksson（2011）を参照のこと）として知られている。この郷土

愛の形成のためには、各国の自然や歴史文化に基づいた文化的財の国家ブランディング（National

brandings）が必要である。本研究ではこの考え方を拡張して、国家ブランディングの影響が国民

に対して働く Patriot 効果と外国に働く Anti-Patriot 効果の双方を定義して議論する。各国の文化

的財としては、日本文化と韓国文化に基づく文化的財としての J-Pop と K-Pop などがある。これ

ら文化的財の国際貿易については、かつての韓流ドラマブームや Japonism の影響を受けた近代

フランスにおける浮世絵ブームなど、短期的ないし一時的には、海外への関心から自国ブランド

重視から海外ブランド偏向になる場合もあろう。また、高付加価値の文化的高級ブランド財の場

合は、特産地や発祥地等の生産地からの単方向貿易である場合、またはブランド力の高い国の方

からの輸入量が超過するような非対称性な貿易が生じている。このような文化消費の特性につい

ては、国内においても、関西文化と関東文化（たとえばうなぎの蒲焼調理方法の多様性）、都会と

地方文化との間でもみられる。このように、国家間においても地域間においても、消費者がもつ

文化的嗜好の違いは、様々な文化的財の消費に大きく影響を与えていることがわかる。今回のモ

デルは、静学モデルのために人口移動を分析対象としないが、国家間や地域間の人口移動の契機

となる状況を表現できる。

国際貿易モデルとして、Armington（1969）は輸出国の違いを考慮した国際貿易モデルを構築し
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ているが、産業内貿易について、貿易量がゼロであるケースを説明できないモデル上の制約があ

る。Krugman（1980）は、差別化された工業財の産業内貿易によって大国に自国市場効果が生じ

ること、および完全集積が生じるメカニズムをはじめて説明した。その枠組みの中で工業品にお

いて自国の消費バイアスが生じることを Brulhart and Trionfetti（2009）が明らかにした。このよう

に空間経済学の基礎をなす代表的な枠組みの新貿易理論により、大国において産業集積が生じる

ことが明らかにされ、自国バイアス効果はさらに産業集積が進むことが明らかになっている。農

業経済の分野では、農産品の外国貿易に対しては、Alfnes and Rickerrsen（2003）や Alfnes（2004）

などがある。Alfnes and Rickerrsen（2003）は欧州の消費者の米国産牛肉に対する支払い意思額を

計測している。Alfnes（2004）は国内牛肉に対して輸入牛肉に対しての選択について多項ロジッ

トモデルを用いて説明している。そのような中で、Eriksson（2011）は、リカード型の国際貿易モ

デルの枠組みより、開放型の国際貿易モデルを用いて説明した。消費者の自国ブランドに対する

補助金および関税政策について議論をしている。ただこのモデルは、個々の消費者が自国農産品

または外国農産品を選択する完全代替型の比較優位のモデルであり従来の貿易理論の枠組みであ

る。Takita and Zeng（2017）は開放型経済モデルの枠組みで、国家ブランドとしての消費者の

Patriot 効果を高める自然・歴史文化に基づく国家ブランド形成による社会厚生最大化を行い内生

的に貿易量を決定している。ブランディングによる消費者の国内ブランドの消費嗜好形成プロセ

スを内生化している。

今回の分析対象となる文化経済学の分野でも、Krugman（1980）の考え方を拡張した研究がい

くつかみられるようになった（包括的には田中（2016）を参照）。理論研究の先駆的な論文として

Maystre，Olivier，Thoenig and Verdier（2014）があげられる。この研究の特色としては、２つの文

化圏に対して文化的財の交易を扱っているが、国家間の多様性指標を考慮していない。世代間の

文化伝承（Bisin and Verdier（2001））を導入し人口移動の動学分析を行っている。文化的財貿易に

ついての実証分析としては Disdier，Tai，Fontangne and Mayer（2010）があげられ、言語や宗主国

と植民地の関係などが説明されているが、国家ブランドの形成などの要素は含まれない。文化的

財の貿易の実証分析としては、Takara（2018）は、新・新貿易理論として知られる企業の異質性を

考慮した Melitz（2003）のモデルを用い、音楽財の国際貿易モデルの実証研究を行い、両国の関係

や公用言語が与える影響を考察している。Wang（2020）は欧米と中国の文化的財貿易の研究を整

理し、文化的財の異質性を導入した理論研究の重要性を述べている。

本研究では、空間経済学現象を説明する上で、物理的な空間費用ではなく、民俗伝統文化に根

ざした消費者心理に基づく文化的距離の影響を分析対象にすることに本研究の特色がある。

Krugman（1980）以来、空間費用の存在から大国への工業財の産業集積を明らかにするのが空間

経済学の枠組みの基礎となっている。従来研究の違いを鮮明にするために空間費用がまったく働

かないケースを考えて、国際的な文化への理解が、大国や小国そして世界にどのように影響をお

よぼすかを明らかにする。本研究では、対称性のある大国と小国に対して、心理的要素として自

文化的財の空間経済モデル−文化的財の二国間貿易―田北
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国文化を嗜好する Patriot 効果と外国文化を嗜好する Anti-Patriot 効果だけを導入して、大国また

は小国に発生する産業集積と自国市場効果を説明する。

２．モデル

本研究では、異なる２つの文化圏の国家の人口について、大国の人口を q(>12)、小国の人口

を 1−q(<12) とおく。このとき全体の人口は１となり基準化される。お互いの国は、文化的財

による文化的影響を常に受けあっている。国家によって異なる文化的嗜好および文化の多様性が

文化的財の地域間交易および国家形成にどのように影響を与えるかを議論する。

２．１ 仮定

モデルの構築にあたり以下のように仮定する。

⑴ 隣接する２つの文化圏があり、文化の消費において対称的な大国と小国が形成されており、

各国の代表的な消費者は、所得制約のもと、両国の文化に基づく文化的財を消費して効用最大

化行動を行う。

⑵ 文化的財の貿易費用は無視できるほど小さいものとする。情報社会を反映させたものとする。

⑶ 各国の各企業は、独占的競争のもと、自国の自然や歴史文化に基づく文化的財（Cultural

goods）を生産して利潤最大化行動を行う。

⑷ ２つの国の各企業の文化的財の生産技術は、収穫に対して逓増であり同一である。

⑸ 生産要素としては労働のみとし、文化的財を生産する上で、２つの国の労働は同質であり同

一賃金とする。

⑹ 各国の消費者は２つの文化国家によって生産される文化的財をともに消費するが、自国ブラ

ンドを重視する Patriot効果と他国文化を重視する Anti-Patriot効果のいずれかが働く

２．２ 消費者行動

まずは、隣接する２つの国について、国１を大国、国２を小国とおき、各国の代表的な消費者

の行動について記述する。

⑴ 国１（大国）の代表的消費

国１（大国）の代表的消費者は、国１（大国）の企業 n∈[0, N] と国２（小国）の企業

n∈[0, N] によって生産される文化的バラエティを cn および cn だけ消費する。それ

ぞれ、国１、国２から国１へ文化的財が輸送ないし配信されることを示している。今回は、空

間経済における文化的財の性質を明らかにするのが重要であるため、輸送・配信費をほとんど

無視できるものとする。国１および国２の文化的財の価格 n および n に応じて、消費

効用が最大となる消費量の組合せ（cn

，cn


）を決定する。
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ているが、産業内貿易について、貿易量がゼロであるケースを説明できないモデル上の制約があ

る。Krugman（1980）は、差別化された工業財の産業内貿易によって大国に自国市場効果が生じ

ること、および完全集積が生じるメカニズムをはじめて説明した。その枠組みの中で工業品にお

いて自国の消費バイアスが生じることを Brulhart and Trionfetti（2009）が明らかにした。このよう

に空間経済学の基礎をなす代表的な枠組みの新貿易理論により、大国において産業集積が生じる

ことが明らかにされ、自国バイアス効果はさらに産業集積が進むことが明らかになっている。農

業経済の分野では、農産品の外国貿易に対しては、Alfnes and Rickerrsen（2003）や Alfnes（2004）

などがある。Alfnes and Rickerrsen（2003）は欧州の消費者の米国産牛肉に対する支払い意思額を

計測している。Alfnes（2004）は国内牛肉に対して輸入牛肉に対しての選択について多項ロジッ

トモデルを用いて説明している。そのような中で、Eriksson（2011）は、リカード型の国際貿易モ

デルの枠組みより、開放型の国際貿易モデルを用いて説明した。消費者の自国ブランドに対する

補助金および関税政策について議論をしている。ただこのモデルは、個々の消費者が自国農産品

または外国農産品を選択する完全代替型の比較優位のモデルであり従来の貿易理論の枠組みであ

る。Takita and Zeng（2017）は開放型経済モデルの枠組みで、国家ブランドとしての消費者の

Patriot 効果を高める自然・歴史文化に基づく国家ブランド形成による社会厚生最大化を行い内生

的に貿易量を決定している。ブランディングによる消費者の国内ブランドの消費嗜好形成プロセ

スを内生化している。

今回の分析対象となる文化経済学の分野でも、Krugman（1980）の考え方を拡張した研究がい

くつかみられるようになった（包括的には田中（2016）を参照）。理論研究の先駆的な論文として

Maystre，Olivier，Thoenig and Verdier（2014）があげられる。この研究の特色としては、２つの文

化圏に対して文化的財の交易を扱っているが、国家間の多様性指標を考慮していない。世代間の

文化伝承（Bisin and Verdier（2001））を導入し人口移動の動学分析を行っている。文化的財貿易に

ついての実証分析としては Disdier，Tai，Fontangne and Mayer（2010）があげられ、言語や宗主国

と植民地の関係などが説明されているが、国家ブランドの形成などの要素は含まれない。文化的

財の貿易の実証分析としては、Takara（2018）は、新・新貿易理論として知られる企業の異質性を

考慮したMelitz（2003）のモデルを用い、音楽財の国際貿易モデルの実証研究を行い、両国の関係

や公用言語が与える影響を考察している。Wang（2020）は欧米と中国の文化的財貿易の研究を整

理し、文化的財の異質性を導入した理論研究の重要性を述べている。

本研究では、空間経済学現象を説明する上で、物理的な空間費用ではなく、民俗伝統文化に根

ざした消費者心理に基づく文化的距離の影響を分析対象にすることに本研究の特色がある。

Krugman（1980）以来、空間費用の存在から大国への工業財の産業集積を明らかにするのが空間

経済学の枠組みの基礎となっている。従来研究の違いを鮮明にするために空間費用がまったく働

かないケースを考えて、国際的な文化への理解が、大国や小国そして世界にどのように影響をお

よぼすかを明らかにする。本研究では、対称性のある大国と小国に対して、心理的要素として自
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国１の代表的消費者の効用最大化問題は以下の式⑴および⑵のようになる。文化的要素を表

現するために、国家間の文化的嗜好を示す Patriot 係数 β(>0) を導入する。ここで、自国文化

を好む Patriot 効果が働く場合は β>1 となる。β=1 のときは両国の文化に対しての嗜好が働

かない場合となる。さらに外国の文化を自国文化より好む Anti-patriot 効果が働く場合 β<1 も

ある。大国と小国があるときに、文化的な関係が国際貿易にどのように影響を与えるか、人口

分布と産業集積にどう影響を与えるかを議論することが重要となる。ここでは文化的財消費の

多様性指標 ρ(0<ρ<1) を導入する。

max
 

u=logβC


+C





⑴

C=



cn


dn



および C=



c(n)

dn




制約条件：



ncndn+



ncndn=w ⑵

ここで、w は所得である。国１の代表的消費者について国１および国２の文化的合成財消費量

を C，C とする。式⑵のうち文化的バラエティの支出額は 



cndn≡PC，





cndn≡PC と表現できる。ここで P および P は国１および国２の文化的合成財の

価格である。なお、文化的財消費の多様性指標 ρ に対して σ≡1(1−ρ) と定義すれば、σ は文化

的財のバラエティ間の代替の弾力性を示す。

上記の効用最大化問題⑴⑵の定式化にあたり、関係論文との関係と新規性について整理する。

Home-biased effectおよび文化消費を取り扱っているMaystre et al.（2014）では、２つの文化的財の

消費構造についてはコブダグラス型関数を採用しているため、各国ごとの国内および外国文化に

よる文化的財の消費額は一定となり、同じ国の文化的バラエティ間のみの多様性を議論している

にしかすぎない。Home-biased effect を扱う Eriksson（2011）については、両国の農業財の消費に

対して様々なタイプの消費者が存在するもの、個々の消費者は比較優位により国内または輸入農

産物を選択する完全代替型モデルになっている。このモデルでは、様々な国々の産地特有の味わ

いの農産物を楽しむことは表現できない。

今回のモデルは、国内及び外国の異文化間における文化的財の多様性を表現するために、CES-

CES型効用関数を導入する。式⑴および式⑵で示される親問題を解くためには、以下の２段階の

子問題、（⒜文化的合成財の効用最大化問題および⒝文化的バラエティの費用最小化問題）に分け

て解く必要がある。

⒜ 文化的合成財の効用最大化問題（第１段階）

国１の代表的消費者は、所得 wのもと、地域１および２の文化的合成財 C および C を消

費して効用 u の最大化を行う。
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max
 

u=logβC


+C





⑶

s.t. PC+PC=w ⑷

1） グランジェ関数Ψ

式⑶および⑷から以下のようなラグランジェ関数Ψ の最大化問題を定式化できる。

Ψ=logβC


+C




+λw−PC−PC ⑸

なお、λ はラグランジェ乗数である。

2） １階の条件

式⑸について C，C，λ で偏微分すると、以下のような１階の条件式が導き出される。


∂Ψ

∂C

=
β


C



βC


+C

−λP=0

∂Ψ

∂C

=
C



βC


+C

−λP=0

∂Ψ

∂λ

=w−PC−PC=0

⑹

式⑹から、λ=

β

C



βC


+C


P

=

C


βC


+C


P

より

C


β

C

 =
P

P

⑺

となる。これは、国１および国２の文化的合成財間の限界代替率が相対価格に等しいことを

示している。

3） 国１の代表的消費者の文化的合成財消費量

式⑺および w−PC−PC=0（式⑹の最後の式）から、国１の代表的消費者の国１およ

び国２の文化的合成財消費量は以下のようになる。

C
=P

P
+βP






w=β


P

β 



P

β 


+P




w ⑻

C
=β


P

P
+βP






w=P
P

β 


+P




w ⑼
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国１の代表的消費者の効用最大化問題は以下の式⑴および⑵のようになる。文化的要素を表

現するために、国家間の文化的嗜好を示す Patriot 係数 β(>0) を導入する。ここで、自国文化

を好む Patriot 効果が働く場合は β>1 となる。β=1 のときは両国の文化に対しての嗜好が働

かない場合となる。さらに外国の文化を自国文化より好む Anti-patriot 効果が働く場合 β<1 も

ある。大国と小国があるときに、文化的な関係が国際貿易にどのように影響を与えるか、人口

分布と産業集積にどう影響を与えるかを議論することが重要となる。ここでは文化的財消費の

多様性指標 ρ(0<ρ<1) を導入する。

max
 

u=logβC


+C





⑴

C=



cn


dn



および C=



c(n)

dn




制約条件：



ncndn+



ncndn=w ⑵

ここで、w は所得である。国１の代表的消費者について国１および国２の文化的合成財消費量

を C，C とする。式⑵のうち文化的バラエティの支出額は 



cndn≡PC，





cndn≡PC と表現できる。ここで P および P は国１および国２の文化的合成財の

価格である。なお、文化的財消費の多様性指標 ρ に対して σ≡1(1−ρ) と定義すれば、σ は文化

的財のバラエティ間の代替の弾力性を示す。

上記の効用最大化問題⑴⑵の定式化にあたり、関係論文との関係と新規性について整理する。

Home-biased effect および文化消費を取り扱っているMaystre et al.（2014）では、２つの文化的財の

消費構造についてはコブダグラス型関数を採用しているため、各国ごとの国内および外国文化に

よる文化的財の消費額は一定となり、同じ国の文化的バラエティ間のみの多様性を議論している

にしかすぎない。Home-biased effect を扱う Eriksson（2011）については、両国の農業財の消費に

対して様々なタイプの消費者が存在するもの、個々の消費者は比較優位により国内または輸入農

産物を選択する完全代替型モデルになっている。このモデルでは、様々な国々の産地特有の味わ

いの農産物を楽しむことは表現できない。

今回のモデルは、国内及び外国の異文化間における文化的財の多様性を表現するために、CES-

CES 型効用関数を導入する。式⑴および式⑵で示される親問題を解くためには、以下の２段階の

子問題、（⒜文化的合成財の効用最大化問題および⒝文化的バラエティの費用最小化問題）に分け

て解く必要がある。

⒜ 文化的合成財の効用最大化問題（第１段階）

国１の代表的消費者は、所得 wのもと、地域１および２の文化的合成財 C および C を消

費して効用 u の最大化を行う。
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郷土愛に基づく自国ブランドに対する Patriot効果 β が働くと、自国の文化的合成財の価格

P が低下する場合と同じ効果があり、自国の文化的合成財の消費量が増加し他国の文化的

合成財の消費量が減少する。なお、P および P は、後述の文化的バラエティの費用最小化

問題（第２段階）を解くことにより導出される（式⒆を参照）。

文化的自由度指標 ϕ(≡β
) を導入すると


C

=P
P

+ϕP



w

C
=P

ϕ

P

+P



w

⑽

と表現できる。

自国文化のみ愛好する Patriot 効果 (β→∞) が働く場合 (ϕ=0)、文化的財消費量は

（C
, C

 =P

w, 0）となる。音楽財では、日本では JPOP、または演歌しか興味がなく洋

楽を聞かない場合である。今回は簡単化のために対称性を議論するので、他国においても日本

の音楽財を興味がない場合となる。両国とも自国・他国文化への文化的嗜好が同じ (β=1) と

なったとき、国１と国２の文化的合成財の消費額は同じ（PC
=PC

=
w

2
）になる。外国

の文化を重視する場合（0≤β<1, ϕ>1）の例では、日本と韓国の音楽財の生産に対し、日本で

は韓流ブーム、韓国では J-POPブームがあった。究極的には自国の文化を愛好しない Anti-Patriot

効果 (β=0) が働く場合 (ϕ→∞)、他地域の文化的財のみの消費（C
, C

=0, P

w）とな

る。文化的消費財として JPOP や邦楽に興味がなく、洋楽しか興味がない場合である。他国文

化に関心がある場合は他国への移住を含む視点が生じるが、今回の論文ではあくまでも人口変

化は世代を超えたものとして短期的には変化しないものとして別論文に委ねる

⒝ 文化的バラエティの費用最小化問題 （第２段階）

式⑴⑵を解くためには、第一段階として、これまで扱っていた文化的合成財の効用最大化問

題（式⑶⑷）に続き、第二段階として、国１の代表的消費者の文化的バラエティ cn の消費支

出額の最小化問題を解く必要がある。これは以下のように示される。国１の文化的合成財の消

費量を C とする。

min


I=



ncndn ⑾

s.t. 



cn


dn



=C ⑿

式⑾および⑿から以下のようなラグランジェ関数Ψ の最大化問題を定式化できる。
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Ψ=



ncndn+λC−



ci

di


 ⒀

1） １階の条件

式⒀の最大化問題を解くために、国１の文化的財の２つの生産企業 n∈[0, N] および

n‘∈[0, N] の文化的財の消費量を cn および cn’  n≠n′  とおいたうえで、式⒀につ

いて cn，cn’ ，λ で偏微分すると、以下のような１階の条件式が導き出される。


∂Ψ

∂Cn
=n−λ

1
ρ
Cn


=0

∂Ψ

∂Cn′ 
=n′ −λ

1
ρ
Cn′ 


=0

∂Ψ

∂λ

=C−



Cn


dn


=0

⒁

式⒁から、λ=
n

1
ρ
cn


=

n′ 
1
ρ
cn′ 


から、

cn′ 


cn
 =

n′ 
n

⒂

となる。国１および国２の文化的バラエティ間の限界代替率が相対価格に等しいことを示し

ている。式⒂および C−



cn


dn



=0（式⒁の最後の式）より、国１の代表的消費者

による国１の企業 n による文化的バラエティ財の消費量は cn=
n
P 



C となる。

上記のプロセスを同様に行うことにより、国２の企業 n による文化的バラエティ財の消費

量は cn=
n
P 



C となる。

2） 需要関数

国１の代表的消費者による企業 n と n の文化的バラエティの消費量は以下のように整理

される。

cn =
n
P 



C=n


P
+βP






w

=β


n
β 




P

β 


+P




w ⒃
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郷土愛に基づく自国ブランドに対する Patriot効果 βが働くと、自国の文化的合成財の価格

P が低下する場合と同じ効果があり、自国の文化的合成財の消費量が増加し他国の文化的

合成財の消費量が減少する。なお、P および P は、後述の文化的バラエティの費用最小化

問題（第２段階）を解くことにより導出される（式⒆を参照）。

文化的自由度指標 ϕ(≡β
) を導入すると


C

=P
P

+ϕP



w

C
=P

ϕ

P

+P



w

⑽

と表現できる。

自国文化のみ愛好する Patriot 効果 (β→∞) が働く場合 (ϕ=0)、文化的財消費量は

（C
, C

 =P

w, 0）となる。音楽財では、日本では JPOP、または演歌しか興味がなく洋

楽を聞かない場合である。今回は簡単化のために対称性を議論するので、他国においても日本

の音楽財を興味がない場合となる。両国とも自国・他国文化への文化的嗜好が同じ (β=1) と

なったとき、国１と国２の文化的合成財の消費額は同じ（PC
=PC

=
w

2
）になる。外国

の文化を重視する場合（0≤β<1, ϕ>1）の例では、日本と韓国の音楽財の生産に対し、日本で

は韓流ブーム、韓国では J-POPブームがあった。究極的には自国の文化を愛好しない Anti-Patriot

効果 (β=0) が働く場合 (ϕ→∞)、他地域の文化的財のみの消費（C
, C

=0, P

w）とな

る。文化的消費財として JPOP や邦楽に興味がなく、洋楽しか興味がない場合である。他国文

化に関心がある場合は他国への移住を含む視点が生じるが、今回の論文ではあくまでも人口変

化は世代を超えたものとして短期的には変化しないものとして別論文に委ねる

⒝ 文化的バラエティの費用最小化問題 （第２段階）

式⑴⑵を解くためには、第一段階として、これまで扱っていた文化的合成財の効用最大化問

題（式⑶⑷）に続き、第二段階として、国１の代表的消費者の文化的バラエティ cn の消費支

出額の最小化問題を解く必要がある。これは以下のように示される。国１の文化的合成財の消

費量を C とする。

min


I=



ncndn ⑾

s.t. 



cn


dn



=C ⑿

式⑾および⑿から以下のようなラグランジェ関数Ψ の最大化問題を定式化できる。
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cn =
n
P 



C=β


n


P
+βP






w

=n


P

β 


+P




w ⒄

文化的自由度指標 ϕ≡β
 を用いて


Cn


=n



P
+ϕP



w

Cn

=n



ϕ

P

+P



w

⒅

となり、国１および国２の文化的合成財の価格（文化的バラエティの価格指数）は、

P=



n


dn




P=



n


dn




⒆

となる。

3） 間接効用

国１の代表的消費者の間接効用関数は

vP, P=log β P
+βP







w=log

P

β 


+P





w ⒇

となり、文化的自由度指標 ϕ(≡β
) を導入すると

vP, P=log ϕP
+ϕ P




w=logϕ

P

+P



w �

となる。0≤ϕ<1 は国内の文化的財の嗜好が高い Patriot 効果 (β>1) が働いていること、

ϕ>1は国外の文化的財への嗜好が高い Anti-Patriot効果（β<1）が働くことを示す。

⑵ 国２（小国）の代表的消費者

国１とは対称的な文化的嗜好をもつ国２を考慮する。両国の違いは、国１が大国であり、国

２が小国であることだけである。国２の代表的消費者も、国１の企業 n∈[0, N] と国２企業

n∈[0, N] によって生産される文化的バラエティ cn および cn を消費する。価格

n および n のもと、消費効用が最大となる消費量の組合せ（cn

, cn


）を決定す

る。国２の代表的消費者の効用最大化問題は以下のようになる。

max
 

u=logC
+βC







�

C=



cn


dn



および C=



cn


dn
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s.t. 



ncndn+



cndn=w �

以前と同様に計算して、以下の需要関数が求まる。

C
=β


P

βP


+P




=P
P

+
P

β 





w �

C
=P

βP


+P




w=P
P

+
P

β 





w �

文化的自由度指標 ϕ≡β
 を用いると、文化的合成財の需要量 C


および C


は


C

=P
P

+ϕ

P



w

C
=P

ϕP
+P



w

�

となる。

さらに、文化的バラエティの需要量は

cn =
n
P 



C=β


n


βP


+P




w

=n
P

+
P

β 





w �

cn =
n
P 



C=n


βP


+P




w

=β


n
β 



P
+

P

β 





w �

となる。文化的自由度指標 ϕ≡β
 を用いて


Cn


=n



P
+ϕ


P



w

Cn

=n



ϕP
+P



w

�

となる。間接効用関数は以下のようになる。

vP, P=log β βP


+P





w=logP
+

P

β 







w �

文化的自由度指標 ϕ≡β
 を用いると

vP, P=log ϕϕP
+P




w=logP
+ϕ


P




w �

となる。
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cn =
n
P 



C=β


n


P
+βP






w

=n


P

β 


+P




w ⒄

文化的自由度指標 ϕ≡β
 を用いて


Cn


=n



P
+ϕP



w

Cn

=n



ϕ

P

+P



w

⒅

となり、国１および国２の文化的合成財の価格（文化的バラエティの価格指数）は、

P=



n


dn




P=



n


dn




⒆

となる。

3） 間接効用

国１の代表的消費者の間接効用関数は

vP, P=log β P
+βP







w=log

P

β 


+P





w ⒇

となり、文化的自由度指標 ϕ(≡β
) を導入すると

vP, P=log ϕP
+ϕ P




w=logϕ

P

+P



w �

となる。0≤ϕ<1 は国内の文化的財の嗜好が高い Patriot 効果 (β>1) が働いていること、

ϕ>1は国外の文化的財への嗜好が高い Anti-Patriot効果（β<1）が働くことを示す。

⑵ 国２（小国）の代表的消費者

国１とは対称的な文化的嗜好をもつ国２を考慮する。両国の違いは、国１が大国であり、国

２が小国であることだけである。国２の代表的消費者も、国１の企業 n∈[0, N] と国２企業

n∈[0, N] によって生産される文化的バラエティ cn および cn を消費する。価格

n および n のもと、消費効用が最大となる消費量の組合せ（cn

, cn


）を決定す

る。国２の代表的消費者の効用最大化問題は以下のようになる。

max
 

u=logC
+βC







�

C=



cn


dn



および C=



cn


dn
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２．３ 文化的財産業の行動

各国にある企業は、歴史文化に基づいて、食、音楽、文学、工芸など様々な文化的財を生産す

る。衣食住に関わる国家や地域文化に基づく様々な多様性のある文化的バラエティ財が生産され

ている。

⑴ 国１の文化的財産業

国１の文化に基づいた文化的財の生産企業 n∈[0, N] は、独占的競争下で、利潤 π n を最

大にするような最適価格 n を決定する。労働者数は ln=f+mn で表される。最小

限必要な労働者数を f、単位量生産するための限界労働者数をm とする。生産技術は収穫に対

して逓増となる。

max


πn=nn−wln �

⒜ １階の条件

１階の条件式は以下のようになる。

dπ n
dn

=n+n−wm
dn
dn

=0 �

自由参入 πn=0 できるために、企業 n∈[0, N] の利潤は以下を満たす。

πn=nn−wln=0 �

企業 n∈[0, N] の総需要は国１および国２の人口を q および 1−q とすると

cn≡cnq+cn1−q

=n


P
+ϕP



q+P

+ϕ

P



1−qw �

市場均衡（cn=n）および式�から

dn
dn

=−σ(n)

n �

が得られる。

⒝ 最適価格、生産量、労働者数

式�を式�に代入して、利潤を最大化する文化的バラエティの最適価格

n=
σ

σ−1
mw≡ �

を得る。式�から地域１企業 n∈[0, N] の文化的バラエティの生産量は

n=
fw

n−mw
=

f σ−1
m

≡ �
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企業の労働者数は

ln=f+mn=fσ ≡l �

となる。このように独占的な競争下で国内各企業は同一の価格および生産量となる。両国の

賃金や限界労働力に差異がないので国内外で同じとなる。

⒞ 国１の企業数

国１の企業数 N は、文化的自由度 ϕ≡β
（ないし Patriot 効果 β）、現世代の国１と国

２の人口 qおよび 1−q、ブランド構築のために最小限必要な労働者数 f、文化的バラエティ

間の代替の弾力性 σ の影響を受ける。後述する文化的バラエティ財市場均衡式�から導き

出される。後ほど議論する。

⑵ 国２の企業

国２の伝統文化に基づいた文化的財の生産企業 n∈[0, N] は、独占的競争下で、利潤 πn

を最大にするような最適価格 n を決定する。労働者数は ln=f+mn で表される。

最小限必要な労働者数を f、単位量生産するための限界労働者数をm とする。生産技術におい

ては国１と同一である。異なるのは文化的バラエティが国２の伝統文化様式に則るものである

点だけである。国２の文化的財の生産企業の利潤は以下のように示される。

πn=nn−wln �

⒜ １階の条件

１階の条件式は以下のようになる。

dπn
dn

=n+n−wm
dn
dn

=0 �

自由参入（πn=0）できるために、企業 n∈[0, N] の利潤は

πn=nn−wln=0 �

企業 n∈[0, N] の総需要は国１および国２の人口を q および 1−q とすると

cn≡cnq+cn1−q

=n


ϕP
+ϕP



wq+n



ϕP
+P



w1−q

となり、市場均衡（cn=n）から

dn
dn

=
1

ρ−1
n


n �

が得られる。
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２．３ 文化的財産業の行動

各国にある企業は、歴史文化に基づいて、食、音楽、文学、工芸など様々な文化的財を生産す

る。衣食住に関わる国家や地域文化に基づく様々な多様性のある文化的バラエティ財が生産され

ている。

⑴ 国１の文化的財産業

国１の文化に基づいた文化的財の生産企業 n∈[0, N] は、独占的競争下で、利潤 π n を最

大にするような最適価格 n を決定する。労働者数は ln=f+mn で表される。最小

限必要な労働者数を f、単位量生産するための限界労働者数をmとする。生産技術は収穫に対

して逓増となる。

max


πn=nn−wln �

⒜ １階の条件

１階の条件式は以下のようになる。

dπ n
dn

=n+n−wm
dn
dn

=0 �

自由参入 πn=0 できるために、企業 n∈[0, N] の利潤は以下を満たす。

πn=nn−wln=0 �

企業 n∈[0, N] の総需要は国１および国２の人口を qおよび 1−qとすると

cn≡cnq+cn1−q

=n


P
+ϕP



q+P

+ϕ

P



1−qw �

市場均衡（cn=n）および式�から

dn
dn

=−σ(n)

n �

が得られる。

⒝ 最適価格、生産量、労働者数

式�を式�に代入して、利潤を最大化する文化的バラエティの最適価格

n=
σ

σ−1
mw≡ �

を得る。式�から地域１企業 n∈[0, N] の文化的バラエティの生産量は

n=
fw

n−mw
=

f σ−1
m

≡ �
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⒝ 最適価格、生産量、労働者数

式�を式�に代入して、文化的バラエティの価格は

n=
σ

σ−1
mw≡ �

を得る。式�から地域２の企業 n∈[0, N] の文化的バラエティ財の生産量は

n=
fw

n−mw
=

f σ−1
m

≡ �

企業の労働者数は

ln=f+mn=fσ ≡l �

となる。

⒞ 国２の企業数

国２の企業数 N は、文化的自由度 ϕ≡β
（ないし Patriot 効果 β）、現世代の国１と国

２の人口 qおよび 1−q、ブランド構築のために最小限必要な労働者数 f、代替の弾力性 σ の

影響を受ける。後述する文化的バラエティ財の市場均衡式�から導き出される。

２．４ 市場均衡

⑴ 労働市場

国１および国２の労働サービスの需要と世界の家計からの供給の関係を示す。





lndn+



lndn=1

つまり N+N=fσ 


�

⑵ 文化的バラエティ財市場

国１の企業 n∈[0, N] と国２企業 n∈[0, N] によって生産される文化的バラエティ

cn および cn の市場均衡式は、以下のように示される。

cnq+cn1−q=n

cnq+cn1−q=n �

⑶ 国際収支バランス

国１と国２の文化的バラエティの輸出入額は以下のような国際収支バランスとなる。

1−q



ncndn⋛q



ncndn �
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３．政策インプリケーション

文化的財の流通を考慮した空間経済モデルから Patriot効果と Anti-Patriot効果による、大国・小

国の産業立地に対しての影響を考察する。

３．１ 文化的財の需給量および均衡価格

⑴ 各国の各企業の文化的バラエティの生産

生産量：==
f σ−1

m
�

価 格：==
σ

σ−1
mw �

労 働：l=l ＝ fσ �

産業全体労働：L= fσN L= fσN �

ただし L+L=1，N+N=fσ 


⑵ 文化的バラエティの消費

⒜ 国１

国１の代表的消費者について、国１と国２の各文化的バラエティの消費量は以下のように

なる。

自国文化：c=
P

+ϕP



w=

σ−1
σm

N+ϕN


�

他国文化：c=ϕ 
P

+ϕP



w=

σ−1
σm

ϕN+ϕN


�

消費額は、c=N+ϕN


および c=ϕN+ϕN


となる。国１と国２の文化

的バラエティの価格指数は P=N


=

σ

σ−1
mwN


，P=N


=

σ

σ−1
mwN


 で

ある。

⒝ 国２

同様に、国２の代表的消費者について、国１と２の各文化的バラエティ消費量は以下のよ

うに整理される。

自国文化：c=
σ−1
σm

ϕN+N


�

他国文化：c=
σ−1
σm

ϕϕN+N


�
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⒝ 最適価格、生産量、労働者数

式�を式�に代入して、文化的バラエティの価格は

n=
σ

σ−1
mw≡ �

を得る。式�から地域２の企業 n∈[0, N] の文化的バラエティ財の生産量は

n=
fw

n−mw
=

f σ−1
m

≡ �

企業の労働者数は

ln=f+mn=fσ ≡l �

となる。

⒞ 国２の企業数

国２の企業数 N は、文化的自由度 ϕ≡β
（ないし Patriot 効果 β）、現世代の国１と国

２の人口 q および 1−q、ブランド構築のために最小限必要な労働者数 f、代替の弾力性 σの

影響を受ける。後述する文化的バラエティ財の市場均衡式�から導き出される。

２．４ 市場均衡

⑴ 労働市場

国１および国２の労働サービスの需要と世界の家計からの供給の関係を示す。





lndn+



lndn=1

つまり N+N=fσ 


�

⑵ 文化的バラエティ財市場

国１の企業 n∈[0, N] と国２企業 n∈[0, N] によって生産される文化的バラエティ

cn および cn の市場均衡式は、以下のように示される。

cnq+cn1−q=n

cnq+cn1−q=n �

⑶ 国際収支バランス

国１と国２の文化的バラエティの輸出入額は以下のような国際収支バランスとなる。

1−q



ncndn⋛q



ncndn �
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３．２ Patriot 効果とAnti-Patriot 効果の視点

本論文では、貿易障壁としての物理的な空間費用を考慮した空間経済モデルに対して、各国の

文化的な財に対する文化的な嗜好を組み込んだ空間モデルを開発するものである。ここでは空間

費用が無視できるケースを考えることにより文化的な嗜好がどのように各国間の貿易に影響を与

えるかをみることができる。以下、各国の人口分布と産業分布についての関係式を導出した上で、

図１のグラフを用いて、自国ブランドによる Patriot効果（β>1）が働いて文化的自由度が小さい

場合（0≤ϕ<1）、または外国ブランドによる Anti-Patriot効果（β<1）が働いて文化的自由度が大

きい場合（ϕ>1）について、大国と小国における文化的バラエティ産業の立地および自国市場効

果について議論する。

⑴ 各国の企業数と人口との関係式

文化的バラエティ財市場均衡式（式�）より、現世代の国１（大国）と国２（小国）の人口

q(≥
1
2
) および 1−q が所与のとき、国１および２の企業数 N および N に関する、空間費用

を考えるときと同様な連立方程式が導きだされる。


q

N+ϕN

+ϕ

1−q

ϕN+N

=fσ

ϕ

q

N+ϕN

+
1−q

ϕN+N

=fσ

対象的な貿易構造にある２つの国家において、空間費用が働かない場合でも、文化的な距離

が存在すれば産業立地に影響を及ぼすことを示している。ただ文化的自由度指標 ϕ は１以上

の場合もある。

⒜ 文化的産業の企業数および企業比率の導出

各国の文化的産業の立地を示す企業数を導出する。ここで N+ϕN≡X


および

ϕN+N≡Y


とおくと以下の２つの式に分解できる。


q ϕ(1−q)

ϕq 1−q 
X

Y =
fσ

fσ


1 ϕ

ϕ 1 
N

N=
X



Y


これらについては、以下のように計算できる。


X

Y =
q ϕ(1−q)

ϕq 1−q 



fσ

fσ=
fσ

1+ϕ1−ϕq1−q 
1−ϕ1−q

1−ϕq =
fσ

1+ϕq

fσ

1+ϕ1−q
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N

N=
1 ϕ

ϕ 1 



X



Y
= 1

1+ϕ1−ϕ 
1 −ϕ

−ϕ 1 
X



Y


=
fσ 



1+ϕ1−ϕ 
1 −ϕ

−ϕ 1 
1+ϕq

1+ϕ1−q
となり、国１と国２の文化的バラエティ


N

N
=fσ 


q−ϕ1−q

1−ϕ

1−q−ϕq

1−ϕ


が計算される。

⒝ 文化的産業の企業数および企業比率

各国の文化的産業の立地数は以下のようになる。国１（人口 q）および２（人口 1−q）の

企業数 N および N は、文化的自由度 ϕ≡β
（ないし自国ブランド効果 β）、ブランド構

築のために必要な労働者数 f、代替の弾力性 σ の影響を受ける。

N=fσ 
 q−ϕ(1−q)

1−ϕ

=fσ 
 12 +

1+ϕ

1−ϕ q−
1
2 

N=fσ 
 1−q−ϕq

1−ϕ

=fσ 
 12 −

1+ϕ

1−ϕ q−
1
2 

文化的産業の企業数の比率は以下のようになる。

N

N

=
q−ϕ1−q

1−q−ϕq
=

q

1−q
−ϕ

1−ϕ

q

1−q

=

1+2
1+ϕ

1−ϕ q−
1
2 

1−2
1+ϕ

1−ϕ q−
1
2 

⑵ Patriot & Anti-Patriot効果による自国市場効果

自国文化を大事にする Patriot 効果による文化的自由度を ϕ≡β
(<1) と定義したが、他国

文化にブランド効果がある Anti-Patriot 効果による文化的自由度 ϕ≡β
(>1) も重要である。

Patriot効果がない場合は ϕ=1となる。各国の文化的産業の割合は以下のようになる。

N

N+N

=q+2q−1
2 

ϕ

1−ϕ

=
1+ϕ

1−ϕ

q−
ϕ

1−ϕ

N

N+N

=1−q−2q−1
2 

ϕ

1−ϕ

=
1

1−ϕ

−
1+ϕ

1−ϕ q

ただし q>
1
2
，0≤

N

N+N

≤1，0≤
N

N+N

≤1である。
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３．２ Patriot 効果とAnti-Patriot 効果の視点

本論文では、貿易障壁としての物理的な空間費用を考慮した空間経済モデルに対して、各国の

文化的な財に対する文化的な嗜好を組み込んだ空間モデルを開発するものである。ここでは空間

費用が無視できるケースを考えることにより文化的な嗜好がどのように各国間の貿易に影響を与

えるかをみることができる。以下、各国の人口分布と産業分布についての関係式を導出した上で、

図１のグラフを用いて、自国ブランドによる Patriot効果（β>1）が働いて文化的自由度が小さい

場合（0≤ϕ<1）、または外国ブランドによる Anti-Patriot効果（β<1）が働いて文化的自由度が大

きい場合（ϕ>1）について、大国と小国における文化的バラエティ産業の立地および自国市場効

果について議論する。

⑴ 各国の企業数と人口との関係式

文化的バラエティ財市場均衡式（式�）より、現世代の国１（大国）と国２（小国）の人口

q(≥
1
2
) および 1−q が所与のとき、国１および２の企業数 N および N に関する、空間費用

を考えるときと同様な連立方程式が導きだされる。


q

N+ϕN

+ϕ

1−q

ϕN+N

=fσ

ϕ

q

N+ϕN

+
1−q

ϕN+N

=fσ

対象的な貿易構造にある２つの国家において、空間費用が働かない場合でも、文化的な距離

が存在すれば産業立地に影響を及ぼすことを示している。ただ文化的自由度指標 ϕ は１以上

の場合もある。

⒜ 文化的産業の企業数および企業比率の導出

各国の文化的産業の立地を示す企業数を導出する。ここで N+ϕN≡X


および

ϕN+N≡Y


とおくと以下の２つの式に分解できる。


q ϕ(1−q)

ϕq 1−q 
X

Y =
fσ

fσ


1 ϕ

ϕ 1 
N

N=
X



Y


これらについては、以下のように計算できる。


X

Y =
q ϕ(1−q)

ϕq 1−q 



fσ

fσ=
fσ

1+ϕ1−ϕq1−q 
1−ϕ1−q

1−ϕq =
fσ

1+ϕq

fσ

1+ϕ1−q
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これを用いて、図１のようなグラフを示すことができる。いずれも最大値が１を超えた場合

は、大国への完全集積（
N

N+N

=1 および
N

N+N

=0）ないし小国への完全集積

（
N

N+N

=0および
N

N+N

=1）となる。

文化産業に着目すると、自国ブランドへの Patriot 効果による文化的自由度が小さいとき

（ϕ<1）、大国に人口比率以上に産業集積が進む自国市場効果が働く。この場合、空間費用の存

在が自国市場効果をもたらす同様の結果を得ることができる。新たな知見として外国ブランド

を好む Anti-Patriot効果による文化的自由度が大きいとき（ϕ>1）、小国の方に人口比率以上に

産業集積が進んで自国市場効果が生じる。

自国市場効果：大国

0<ϕ<1のとき
N

N+N

>q
N

N+N

<1−q

自国市場効果：小国

ϕ>1のとき
N

N+N

<q
N

N+N

>1−q

⑶ 国家の文化の保全と喪失のメカニズム

文化的な影響によって文化が一方に統一される極端なケースを考えてみよう。一方の国への

文化的産業の完全集積である。

① 大国文化のみとなり小国文化産業が消滅

図１⑴の大国のグラフから
N

N+N

=1となる
1−q

q
≤ϕ<1，q≥

1
1−ϕ

のときである。

② 小国文化のみとなり大国文化産業が消滅

図１⑵の小国のグラフから
N

N+N

=1のとき ϕ≥
q

1−q
および 1−q≤

ϕ

1+ϕ

となる。

極端な自国ブランドや他国ブランド嗜好の Patriot 効果または Anti-Patriot 効果はいずれか

の国の文化消失を意味する。国際的な文化交流によって、民族文化の国家的維持が難しくな

る場合である。たとえば日本では日常的な着物の着用がみられないのがひとつの例である。

場合によってはこのような文化の消失が国家の存亡などに関わることもある。

⑷ 人口分布と労働者分布との関係

今回は対称性のある文化的な嗜好をもつ２つの国の場合を扱っている。人口分布と産業分布

の隔たりを説明するには、大国および小国で生活する労働者について、各国の文化に則る文化

的産業への供給面についてどう説明するかが重要となる。たとえば集計単位を年単位とした場

合は、居住人口と労働人口との差をみることにより、年間の出稼ぎ労働者が、人口の少ない小

国から大国へ、または人口の多い大国から小国に移動することを示している。つまり魅力ある
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文化的財産業の集積により、世界の産業構造が変革する可能性を説明できる。今回の分析対象

ではないが最終的には人口移動により小国が大国になる可能性も秘めている。

（ケース１） 文化産業の大国への自国市場効果

人口規模以上に産業集積が大きい（文化的財の生産のための労働サービスの需要が大きい）

場合、国２の国民が国境を超えて海外勤務する必要がある（在宅勤務含む）。もちろん外国企業

が他文化国家での生産拠点を置くことも考えられる。式�から以下のような関係が成り立つ。

L

L+L

=
lN

lN+lN

>q

L

L+L

=
lN

lN+lN

<1−q

（ケース２） 文化産業の自国・他国市場効果なし

両国の人口規模と産業集積（労働者人口）が一致する場合を意味する。国境を超えた勤務は

存在しない。

L

L+L

=
lN

lN+lN

=q

L

L+L

=
lN

lN+lN

=1−q

Patriot 効果が企業数に影響を与えていない場合である。つまり人口比率と産業集積割合が一

致する。

（ケース３） 文化産業の小国への自国市場効果

人口規模以上に産業集積が小さい（労働者が少ない）場合、人口規模よりも産業集積が大き

い（労働者が多い）場合を意味する。

L

L+L

=
lN

lN+lN

<q

L

L+L

=
lN

lN+lN

>1−q

海外ブランド嗜好が高まったとき、小民族国家が自国文化の生産で海外に拠点を置く場合で

ある。

産業集積する場合の労働人口と居住人口について明確にすると何が説明できるか？国境の付

近の文化的な背景と実際の賃金を得るための労働が必ずしも一致していないこと、日本の映画

アニメの制作現場が中国にあること、海外の日本食レストランで多くの外国人が寿司を握るこ

と、少数民族の料理を大国で愛してやまない場合は他国の文化生産に国内ではなく海外で従事

しているなどであろう。勤務地と居住地が必ずしも一致しない状況が、制作物としての情報財
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これを用いて、図１のようなグラフを示すことができる。いずれも最大値が１を超えた場合

は、大国への完全集積（
N

N+N

=1 および
N

N+N

=0）ないし小国への完全集積

（
N

N+N

=0および
N

N+N

=1）となる。

文化産業に着目すると、自国ブランドへの Patriot 効果による文化的自由度が小さいとき

（ϕ<1）、大国に人口比率以上に産業集積が進む自国市場効果が働く。この場合、空間費用の存

在が自国市場効果をもたらす同様の結果を得ることができる。新たな知見として外国ブランド

を好む Anti-Patriot効果による文化的自由度が大きいとき（ϕ>1）、小国の方に人口比率以上に

産業集積が進んで自国市場効果が生じる。

自国市場効果：大国

0<ϕ<1のとき
N

N+N

>q
N

N+N

<1−q

自国市場効果：小国

ϕ>1のとき
N

N+N

<q
N

N+N

>1−q

⑶ 国家の文化の保全と喪失のメカニズム

文化的な影響によって文化が一方に統一される極端なケースを考えてみよう。一方の国への

文化的産業の完全集積である。

① 大国文化のみとなり小国文化産業が消滅

図１⑴の大国のグラフから
N

N+N

=1となる
1−q

q
≤ϕ<1，q≥

1
1−ϕ

のときである。

② 小国文化のみとなり大国文化産業が消滅

図１⑵の小国のグラフから
N

N+N

=1のとき ϕ≥
q

1−q
および 1−q≤

ϕ

1+ϕ

となる。

極端な自国ブランドや他国ブランド嗜好の Patriot 効果または Anti-Patriot 効果はいずれか

の国の文化消失を意味する。国際的な文化交流によって、民族文化の国家的維持が難しくな

る場合である。たとえば日本では日常的な着物の着用がみられないのがひとつの例である。

場合によってはこのような文化の消失が国家の存亡などに関わることもある。

⑷ 人口分布と労働者分布との関係

今回は対称性のある文化的な嗜好をもつ２つの国の場合を扱っている。人口分布と産業分布

の隔たりを説明するには、大国および小国で生活する労働者について、各国の文化に則る文化

的産業への供給面についてどう説明するかが重要となる。たとえば集計単位を年単位とした場

合は、居住人口と労働人口との差をみることにより、年間の出稼ぎ労働者が、人口の少ない小

国から大国へ、または人口の多い大国から小国に移動することを示している。つまり魅力ある

文化的財の空間経済モデル−文化的財の二国間貿易―田北

−136− －111－

山形大学人文社会科学部研究年報　第18号（2021．３）119－140



の流通が一般化している今では普通になっている。

４．おわりに

本研究では、文化的財の流通を考慮した空間経済モデルを開発した。

１．空間費用が生じない場合において、大国に自国市場効果は働かない。ところが、文化的嗜好

の要素については、自国ブランドを重視する Patriot効果により、大国に自国市場効果が生じる

ことを示した。

２．特殊な条件ではあるが、小国も、自国バイアスを保持しつつ圧倒的な対外的な国家ブランド

の形成により Anti-Patriot効果が働くと、小国に自国市場効果が働き、大国も対外ブランドに陶

酔すると、大きな他国市場効果が働き、大国文化が消滅することも示された。

３．世界遺産など国際的な文化振興政策を進めることは小国に自国市場効果をもたらすことがわ

かった。つまり、対称性のある大国と小国の間に他の文化への関心が高まったときに、海外ブ

ランド意識が高まる場合は小国に有利に働く。これは完全に大国が小国文化に憔悴しきったと

きに大国に特定の小国のバラエティのある料理で満たされることからもわかる。

４．文化的なアイデンティティによる人口分布と労働者分布に違いが起こるとき、国境を挟んで、

実際の労働供給先は、自国の文化的財の生産企業なのか、それとも国境を超えて他国の文化的

財の生産企業なのかなどを精査して、空間経済現象としてどのように解釈すべきかなど大きな

課題も多数あることが認識された。

本研究では、対称性のある大国と小国の文化的嗜好が２国間の貿易や産業立地にどう影響を与

えるかを考察したが、今後の展開として、世代間の文化継承を考慮した動学分析を行った上で人

口変動の将来動向を分析すること、さらに消費量の多い大国に Anti-Patriot 効果が働くときの小

国の経済の変化について社会厚生分析を行うことは重要である。文化的嗜好において非対称性国

家の場合などの分析も深く進めていきたい。
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（1）大国

（2）小国

Patriot効果によ
る自国市場効果

Anti-Patriot効果に
よる他国市場効果

N1＋N2

N1

1＋ϕβ
（ϕβ＞ 1）1

1＋ϕβ
（ϕβ＞ 1）

ϕβ

1＋ϕβ
（ϕβ＜ 1）1

1＋ϕβ
（ϕβ＜ 1）

ϕβ

2
1

2
1

1

1
0 q

Patriot効果によ
る他国市場効果

Anti-Patriot効果に
よる自国市場効果

N1＋N2

N2

1＋ϕβ
（ϕβ＞ 1）1

1＋ϕβ
（ϕβ＞ 1）

ϕβ

1＋ϕβ
（ϕβ＜ 1）1

1＋ϕβ
（ϕβ＜ 1）

ϕβ

2
1

2
1

1

1
0 q

図１．Patriot 効果（ϕ<1）と Anti-Patriot効果（ϕ>1）によって生じる大国と小国の文化的財

産業の自国市場効果
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の流通が一般化している今では普通になっている。

４．おわりに

本研究では、文化的財の流通を考慮した空間経済モデルを開発した。

１．空間費用が生じない場合において、大国に自国市場効果は働かない。ところが、文化的嗜好

の要素については、自国ブランドを重視する Patriot効果により、大国に自国市場効果が生じる

ことを示した。

２．特殊な条件ではあるが、小国も、自国バイアスを保持しつつ圧倒的な対外的な国家ブランド

の形成により Anti-Patriot効果が働くと、小国に自国市場効果が働き、大国も対外ブランドに陶

酔すると、大きな他国市場効果が働き、大国文化が消滅することも示された。

３．世界遺産など国際的な文化振興政策を進めることは小国に自国市場効果をもたらすことがわ

かった。つまり、対称性のある大国と小国の間に他の文化への関心が高まったときに、海外ブ

ランド意識が高まる場合は小国に有利に働く。これは完全に大国が小国文化に憔悴しきったと

きに大国に特定の小国のバラエティのある料理で満たされることからもわかる。

４．文化的なアイデンティティによる人口分布と労働者分布に違いが起こるとき、国境を挟んで、

実際の労働供給先は、自国の文化的財の生産企業なのか、それとも国境を超えて他国の文化的

財の生産企業なのかなどを精査して、空間経済現象としてどのように解釈すべきかなど大きな

課題も多数あることが認識された。

本研究では、対称性のある大国と小国の文化的嗜好が２国間の貿易や産業立地にどう影響を与

えるかを考察したが、今後の展開として、世代間の文化継承を考慮した動学分析を行った上で人

口変動の将来動向を分析すること、さらに消費量の多い大国に Anti-Patriot 効果が働くときの小

国の経済の変化について社会厚生分析を行うことは重要である。文化的嗜好において非対称性国

家の場合などの分析も深く進めていきたい。
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Spatial Economic Model of Cultural Goods: Bilateral Trade of Cultural

Goods

Toshiaki TAKITA

This paper aims to construct a spatial economic model of cultural goods. We discuss the patriot and anti-

patriot effects on bilateral trade of cultural goods. When patriot effect, or home-biased preference, is

strengthened in both larger and smaller countries, an industrial agglomeration of cultural good firms is

observed in larger countries, and a smaller agglomeration of cultural good firms is observed in smaller

countries. The home market effect exists in larger countries. However, as both consumers in larger and

smaller countries have stronger preference for foreign cultural goods, larger clusters of cultural good firms

are observed in smaller countries, and the home market effect exists in smaller countries.
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